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１－１．①知的財産人材育成総合戦略１－１．①知的財産人材育成総合戦略 ｰー経緯経緯ｰー
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知的財産の重要性の高まり知的財産の重要性の高まり

量が不足量が不足 質が不十分質が不十分

知的財産人材の量の不足が懸念されており、知的財産人材の量の不足が懸念されており、
今後、十分な数の知的財産人材を確保・育成今後、十分な数の知的財産人材を確保・育成
することが必要。することが必要。

知的財産を取り巻く環境の変化に対応するため、知的財産を取り巻く環境の変化に対応するため、
知的財産人材の質的向上が喫緊の課題。知的財産人材の質的向上が喫緊の課題。

育成の特性育成の特性

１．人材の育成には時間がかかる。１．人材の育成には時間がかかる。
２．教育や研修を有機的に連携する必要がある。２．教育や研修を有機的に連携する必要がある。
３．多種多様な人材の全般にわたり計画的に育成する必要がある。３．多種多様な人材の全般にわたり計画的に育成する必要がある。

１０年間の知的財産人材育成の方向性を示す
「知的財産人材育成総合戦略」の策定

「知的財産推進計画２００５」で提起された知的財産人材の育成に係る施策を更に具体化し
発展させるために、知的創造サイクル専門調査会において、２００６年１月にとりまとめられた。



１－１．②知的財産人材育成総合戦略１－１．②知的財産人材育成総合戦略 ｰー目標目標ｰー

【３つの目標】

１ 「知的財産専門人材」の量を倍増し、質を高度化する

２ 「知的財産創出・マネジメント人材」を育成し、質を高度化する

３ 国民の「知財民度」を高める
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国民が知的財産マインドを持ち、知的創造を行い、
他人の知的財産を尊重すること

知財民度

知的財産を創造する人材、
知的財産を活用した経営を行う人材
〔研究者・技術者、企業の経営者・経営幹部など〕

知的財産創出・マネジ
メント人材

知的財産の保護・活用に直接的に関わる人材
〔企業の知的財産担当者、弁理士、産学連携従事
者、審査官など〕

知的財産専門人材



１－１．③知的財産人材育成総合戦略１－１．③知的財産人材育成総合戦略 ｰー実施期間実施期間ｰー

【各期における知的財産人材育成活動への期待】

第１期： ２００５年度～２００７年度

①人材育成に係る基盤の整備と知的財産教育の実践環境の整備

②知的財産に関する教育・研修機関等における先進的な取組の他機関への
展開と教育・研修・研究機能の底上げ

第２期： ２００８年度～２０１１年度

①第１期で整備された教育環境の下、人材育成活動の更なる加速

②各教育・研修機関等における、より特色を打ち出した活動の展開

第３期： ２０１２年度～２０１４年度

知的財産人材に対する需要を見据えた人材育成活動の展開

戦略の実施に当たっては、実施期間を３つの期間に分ける。
第１期から第３期までの期毎に評価を行い、評価の結果に応

じて適切な措置を講ずることとされている。
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１－２．１－２． 第１期の評価について第１期の評価について

○３つの目標が対象とする人材（知的財産専門人材、知的財産創

出・マネジメント人材、国民）ごとに、人材育成に係る環境の整備

状況を評価するとともに、先進的な教育・研修機関の取組の展開

状況を評価。

○評価結果を受けて、第２期（２００８～２０１１年度）に向けた重点

戦略を提示。

○重点戦略は「知的財産推進計画２００８」に反映。
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第１期の評価に関し、次の方針で作業を行う。



２－１．２－１． 評価結果の概要評価結果の概要
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○知的財産法制や知的財産の保護・権利化に係る知識を習得する環境

は整備されたものの、知的財産を活用して競争力のある事業の創出を

提案する人材の育成は不十分。

○大学・ＴＬＯにおいて、技術移転を含めた知的財産関連業務を担当す

る者の育成が不十分。

○中小企業において、知的財産関連業務を担当する者はまだ少ない。

○国民の間に知的財産マインドを広める取組は進められているものの、

その広がりは十分ではない。

弁理士研修制度が充実するなど、人材育成の環境整備は進
展しており、企業の知的財産担当者や弁理士を中心とした専
門人材の数も増加している。
また、 「知的財産人材育成推進協議会」が創設され、研修機

関間の情報交換が始まった。
ただし、下記のような問題点がある。



２－２．２－２． 第２期の重点戦略の概要第２期の重点戦略の概要
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「総合戦略」にもあるとおり、第２期（２００８～２０１１年度）
においては、知的財産を経営戦略に組み込む企業が増え、知
的財産人材の活躍機会が拡大することが想定される。
このため、第2期においては、下記の戦略に注力すべき。

○経営・事業戦略への知的財産戦略の組み込みを促進するためには、
・知的財産専門人材に経営・事業に関する知見を習得させることが必要。
・大企業はもちろん中小企業においても、経営・事業戦略に携わる人材に知
的財産マネジメントを習得させることが必要。

○時代の要請に基づく、オープン・イノベーションに対応するためには、技術移転
等を活用した事業の活性化が必要であり、これを総合的にプロデュースする人
材を育成することが必要。

○国民全体に知的財産マインドが広がるよう、各学校段階に応じた知的財産教
育を更に推進することが必要。

○以上の３点を踏まえて、その時代の社会のニーズにあった人材育成策のより
一層の充実を図る。



３－１．３－１． ①弁理士①弁理士
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（出所） 産業構造審議会第１２回知的財産政策部会 「新弁理士法
施行に向けた取組状況」 ２００８年１月

第１の目標 「知的財産専門人材の量を倍増し、質を高度化する」

（出所） 特許庁 「平成１９年度弁理士試験の結果について」 （ウェブサイト）

２００７年１１月

２０００年２０００年
弁理士法改正弁理士法改正

２００７年２００７年
弁理士法改正弁理士法改正

弁理士試験内容の弁理士試験内容の
簡素・合理化簡素・合理化

実務修習制度と実務修習制度と
継続研修制度が導入継続研修制度が導入

弁理士人口の量的拡大弁理士人口の量的拡大

弁理士の資質の弁理士の資質の
維持及び向上維持及び向上

※人数は各年末現在。ただし、２００７年については１０月現在。

弁理士数の推移
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知的財産専門職大学院の開設や知的財産検定の実施などにより、企業の
知的財産担当者が知的財産の専門知識を習得する環境が整いつつある中、
２００４年と比較して知的財産担当者数は増加している。
中小企業においては、知的財産関連業務を担当する者はまだまだ少ない。

３－１．３－１． ②企業の知的財産担当者②企業の知的財産担当者
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知的財産専門職大学院

東京理科大学 専門職大学院 総合科学技術経営研究科 知的
財産戦略専攻（２００５年度開設） 募集人員８０名（２００８年）
大阪工業大学 知的財産専門職大学院 知的財産研究科（２００

５年度開設） 募集人員３０名（２００８年）

修了生には社会人も多く（６割程度）、大学院での教育が企業にお
けるキャリアアップにも利用されている。
多くの新規就職対象者が企業に就職して、知的財産関連業務に

配属される予定である。

知的財産検定

知的財産教育協会において、第１回の検定が２００４年に実施。
これまで１１回実施され、申込者数の累計は約３５０００人。
特許、意匠、商標、著作権、不正競争防止法、独禁法などについ

て出題がなされる。

２００７年１０月の職業能力開発促進法施行令等の一部改正に
よって、 厚生労働省所管の国家検定である技能検定制度において
対象職種として追加された。

特許庁 「平成１８年知的財産活動調査報告書」に基づいて計算

企業等の知的財産担当者数の推移

注：「知的財産担当者」には、産業財産権の発掘から権利取得、
維持に係る業務に従事する者のみならず、知的財産の管理、
評価、取引、実施許諾、係争に係る業務に従事する者、知
的財産に関する企画、調査、教育、会計、庶務など、知的財
産活動を支えるために必要な業務に従事している者も含む。

第１の目標 「知的財産専門人材の量を倍増し、質を高度化する」

２２．６人１００億円以上

１．１人１億円未満

１社あたり平均知財担当者数（２００５年度）資本金階級

（出所） 特許庁 「平成１８年知的財産活動調査報告書 結果の概要」



知的財産担当部門を設置する大学の増加に伴って、大学やＴＬＯの知的
財産担当者数は増加している。
産学官連携コーディネーターの配置などにより、大学やＴＬＯの知財管理

体制の整備が進んでいる。

３－１．③大学・ＴＬＯの知的財産担当者３－１．③大学・ＴＬＯの知的財産担当者
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（出所） 特許庁 「平成１８年知的財産活動調査報告書 結果の概要」

注：「教育機関（大学等）・ＴＬＯ」には、大学、ＴＬＯだけ
でなく、専門学校等も含む。

教育機関（大学等）・ＴＬＯの
知的財産担当者数の推移

（出所） 文部科学省 「平成19年度産学官連携コーディネーター配置機関の公募の結

果について」 （ウエブサイト）

産学官連携コーディネーター配置図
（２００７年度）

第１の目標 「知的財産専門人材の量を倍増し、質を高度化する」

特許庁 「平成１８年知的財産活動調査報告書」に基づいて計算

５．４人
教育・ＴＬＯ・公的
研究機関・公務

１機関あたり平均知財担当者数（２００５年度）



全ての法科大学院において知的財産関係の授業科目が開設され、知的
財産法を選択する新司法試験合格者が出てきた。
２００５年４月に、弁護士知財ネット※が設立されるなど、知的財産に強い

弁護士を育成するための環境整備が進められている。
２００５年４月に、知的財産高等裁判所が設立されたこともあり、法曹界

における知的財産に関する意識が高まっている。

３－１．３－１． ④法曹人材④法曹人材
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（出所） 法務省 「平成１８年新司法試験の結果について」 （ウェブサイト）及び「平成１９年新司法試験の結果について」 （ウェブサイト）

新司法試験における合格者の選択科目別人員・割合

１０４人

（ ５．６％）

３０人

（ １．６％）

９７人

（ ５．３％）

５９１人

（３１．９％）

２９８人

（１６．１％）

１７５人

（ ９．５％）

１００人

（ ５．４％）

４５６人

（２４．６％）

２００７年

新司法試験

５４人

（ ５．３％）

１８人

（ １．８％）

４６人

（ ４．６％）

３３１人

（３２．８％）

１５９人

（１５．８％）

１０９人

（１０．８％）

５５人

（ ５．４％）

２３７人

（２３．５％）

２００６年

新司法試験

国際関係法

（私法系）

国際関係法

（公法系）

環境法労働法知的財産法経済法租税法倒産法選択科目

第１の目標 「知的財産専門人材の量を倍増し、質を高度化する」

（※）弁護士知財ネットは、知的財産関連業務における地域密着型の司法サービスの充実と拡大を目指し
た全国規模のネットワークで、各地域会の会員弁護士によって構成されている。
現在、弁護士約１０００名が参加。



産業競争力の強化の観点から、特許の戦略的活用、知的財産戦略と事
業戦略との連携がますます重要視されている。

３－２．３－２． 知的財産専門人材に係る課題知的財産専門人材に係る課題
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経営・事業戦略に知的財産戦略を組み込むことができる知的財産専門

人材を育成するために、知的財産以外の周辺領域に係る能力を強化すべ

きではないか。

例えば、

○企業の経営・事業戦略をサポートする知的財産の保護や活用を図るこ

とができる弁理士や弁護士の育成を強化すべき。

○経営や事業に関する知識も用いつつ、会社の知的財産戦略を他部門

に対して浸透させることができる知的財産戦略スタッフの育成を強化す

べき。

○ＴＬＯにおいても、企業とともにビジネスプランの構築を行うビジネスプ

ランナー等の機能を併せ持つ人材を育成すべき。

第１の目標 「知的財産専門人材の量を倍増し、質を高度化する」



知的財産に関する授業科目を開設する大学が増加し、様々な学部・研究
科において知的財産の知識を習得する環境が整備されつつある。

４－１．４－１． 知的財産創出・マネジメント人材知的財産創出・マネジメント人材
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（出所） 文部科学省 「大学における教育内容・方法の改善等について」 （ウェブサイト）

知的財産権に関する授業科目を開設している大学

第２の目標 「知的財産創出・マネジメント人材を育成し、質を高度化する」



産業競争力の強化を図る上で、経営系の人材が知的財産について学ぶ
機会が少ないとの指摘がある。
また、技術移転を事業創出に結びつけて産業競争力の強化を図るために

は、価値ある知的財産を見出し、それを他の様々な経営資源と有効に結び
つけて実際の事業化まで関与する総合プロデュース機能が必要だが、これ
を発揮する人材が少ないとの指摘がある。

４－２．知的財産マネジメント人材に係る課題４－２．知的財産マネジメント人材に係る課題
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知的財産戦略を産業競争力の強化に結びつけられる知的財産マネジメン

ト人材の育成を強化すべき。

例えば、

○経営・事業戦略に携わる人材が知的財産に明るくなってもらうために、

経営系の人材（学生や教員を含む）に対する知的財産教育を充実すべき。

○総合プロデュース機能を複数の人からなるチームで達成する際に必要な

リーダを育成する必要がある。

○事業機会が人材を育てる面もあることから、知的財産マネジメント人材

の育成は、事業機会とともに拡大させていく必要がある。

第２の目標 「知的財産創出・マネジメント人材を育成し、質を高度化する」



教材・教育ツールの配布やセミナー・発明教室の開催などを通じて、児童、
生徒、学生が知的財産に関する知識を習得する機会が増加。

５－１．５－１． 児童・生徒・学生児童・生徒・学生
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大学、高等専門学校 約２８００学部・学科
約１４９０００部（※１）

工業・商業・農業高校 約１００１校 約６６０
００部（※１）

高等学校～大学産業財産権標準テキスト

総合編／特許編／商標編等

高等学校高学年～

大学

産業財産権標準副読本

「特許から見た産業発展史」

中学校高学年～

高等学校低学年

産業財産権標準副読本

「アイデア活かそう未来へ」

小学校 約１４００校 約１１４０００部（※１）

中学校 約１０００校 約１３１０００部（※１）

高校 約２４０校 約４２０００部（※１）

小学校高学年～

中学校低学年

産業財産権標準副読本

「あなたが名前をつける本」

全国の中学３年生中学校著作権 中学生向けまんが

配布等（２００６年度）対象テキスト名

（※１） 特許庁 「特許行政年次報告書 ２００７年版」

テキストの配布（２００６年） セミナー（２００６年度）

1,977参加者数

43開催回数大学生向け

1,706参加者数

18開催回数高専学生向け

9,577参加者数

109開催回数高校生向け

1,036参加者数

15開催回数中学生向け

12,550参加者数

252開催回数小学生向け

少年少女発明クラブ

２００７年４月１日時点で、全国４７都道府県に２０２のクラブが設置されている。

（出所） 特許庁 「特許行政年次報告書 ２００７年版
＜統計・資料編＞」

第３の目標 「国民の知財民度を高める」

学校での知的財産教育

それぞれの学校において先生が独自に工夫した知的財産教育を実践する実験協力校が約３４０
校に達するなど、知的財産教育に係る様々な取組が各地で進められている。



児童、生徒、学生が知的財産に関する知識を習得する機会が増え、国民の間
に知的財産マインドを広める取組は進められているものの、さらに強化が必要。
また、児童等に知的財産を教える教員・指導者の更なる充実も必要。

５－２．５－２． 知財民度に係る課題知財民度に係る課題
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国民全体に知的財産マインドがより一層広がるよう、創造性や知的財産を
尊重する態度をはぐくむ教育など、各学校段階に応じた知的財産教育を更に
推進すべき。
例えば、

○児童等に対する知的財産教育の在り方を検討するために、テキストの配布やセミ
ナーの開催に当たりアンケートなどを実施し、教育現場の現状を調査すべき。

○地域との連携などを通じて、技術者などの専門家による教育・指導の場と機会を充
実する一方で、知的財産を教える教員・指導者の育成を強化すべき。

知的財産教育支援セミナー

５３名６２９名１６名２１９名参加者数

２回２７回３回８回開催回数
２００６年度

２００５年度

１６４０名

１９回

高校教員向け

５０名

１回

高専教員向け

１２４名１５８名参加者数

１回１０回開催回数

中学校教員向け小学校教員向け

（出所） 特許庁 「特許行政年次報告書 ２００６年版 ＜統計・資料編＞」及び「特許行政年次報告書 ２００７年版 ＜統計・資料編＞」

第３の目標 「国民の知財民度を高める」



研修機能の底上げがそれぞれの研修機関で図られているだけでなく、
「知的財産人材育成推進協議会」が創設され、研修機関間の情報交換、知
的財産人材の育成に関する提言、関係機関の研修情報の発信が行われる
ようになった。

６－１．６－１． 研修機関研修機関
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人材育成上の課題を解決する
糸口の提供を目的として、協
議会参加機関の共催によるシ
ンポジウムを開催した。

知的財産人材育成
シンポジウム

ウェブサイトの開設

関係機関のウェブサイトへのリ
ンクや研修情報が掲載されて
いる。

知的財産教育協会

日本知財学会日本弁理士会

発明協会

日本弁護士連合会 日本知的財産協会

工業所有権情報・
研修館

知的財産人材育成推進協議会

情報交換・相互協力
各種取組の普及・宣伝

政策提言

検索エキスパート研修

研修所
知財ビジネスアカデミー

知的財産に関する特別研修 知財戦略スタッフ育成研修

知的財産検定
知的財産専門人材育成の
プログラム

知財人材育成に
関する分科会

※ は各機関の研修プログラム等の一例



各研修機関の研修プログラムはその種類や量が増加しているものの、社
会のニーズに対する整合性を調整すべきとの指摘がある。

６－２．６－２． 研修機関に係る課題研修機関に係る課題
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研修機関間の情報交換を活発化して、その連携を強化するとともに、研

修機能の更なる底上げを図るべきではないか。

例えば、

○研修機関間で相互に研修内容をチェックするなど、社会のニーズに対

する漏れや抜けを調査すべき。

○受講者が必要な研修を的確に受講できるよう、複数の研修機関の研

修を系統立てて整理したうえで情報発信していくべき。

○オープン・イノベーションやオープン・ソース・ソフトウェアの出現などの環

境変化に対応した知的財産人材を育成するために、産業財産権や著

作権などを取り混ぜた研修を充実させていくべき。


